
市税

　個人市民税は個人県民税と合わせて個人住民税と呼ばれており、市や県が行う行政サービス等に必要な費用を地域社会の会費と
して住民の皆さんに広く負担していただく税金です。

　1月1日現在、大田原市内に住所があり、前年中に一定額以
上の所得があった方

年税額

住民税の申告

普通徴収
　営業、農業、不動産所得者等は、市役所から納税者に直接通
知された納税通知書によって、6月・8月・10月・12月の年4回
の納期に分けて納税します。
　なお、直接金融機関や市役所に出向くことができない方の
ために、口座振替やスマホ決済アプリ等による電子納付も取
り扱っています。詳しくは、53ページをご覧ください。

給与特別徴収
　給与所得者には、市役所から給与の支払者（勤め先）を通じ
て特別徴収税額通知書により通知されます。
　給与支払者は、6月から翌年5月までの年12回に分けた税
額を、納税者の給与から天引きし、納税者にかわって翌月の
10日までに市に納めます。
　なお、年の途中で退職し、未納の税額がある場合には、届出
により退職時一括納付または普通徴収に切り替えをおこな
います。

年金特別徴収
　4月1日現在、65歳以上となっている方で、公的年金に係る所
得から市県民税が課税される場合、年金支払者が年金の支払の
際に市県民税を天引きし、納税者にかわって市に納めます。

納税の方法

住民税を納める方（納税義務者）

均等割　＋　所得割　＝　年税額

問 本2階 税務課�市民税係　☎0287-23-8725個人市民税

　所得にかかわらず定額で負担する「均等割」と前年中の所
得金額に応じて負担する「所得割」を合わせたものが年税額
となります。

均等割

　個人住民税は前年の所得により税額を算出しますので、申
告期限（例年3月15日まで）に申告をしてください。
　申告が必要な方、不要な方などの情報は大田原市ホーム
ページをご覧ください。

　住民税に関しての詳しい内容は大田原市ホームページを
ご覧ください。
　「大田原市　住民税」で検索
　https://www.city.ohtawara.tochigi.jp/
　docs/2013082767035/

※1 県民税均等割のうち700円は、「とちぎの元気な森づくり
県民税」として森林の整備に関する事業のために負担い
ただくものです。

※2 森林環境税は国の温室効果ガス排出削減目標の達成や災
害防止を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定
的に確保する観点から令和6年度に創設された国税で、
住民税均等割と併せて市が賦課徴収することとなってい
ます。

税区分 税額
個人市民税 均等割 3,000円
個人県民税 均等割※1 1,700円
国税 森林環境税※2 1,000円

合計 5,700円

所得割
　所得割額＝（所得金額−所得控除額）×税率−税額等控除額
　税率は10％（市民税6％、県民税4％）

発見！

高さの違う公衆電話

子どもや車いすの方などさまざまな方
に対応できる高さの異なる公衆電話。

高さの違う2種類の手すり

身長や身体的能力に合わせて使
える高さの違う手すり。

外国語の案内

住民だけでなく外国人観光客の方
にとっても分かりやすい案内板。

わたしのまちのユニバーサルデザイン
身近にあるユニバーサルデザインとはどんなものか探してみましょう。

駅
Station

地下鉄
SUBWAY

どんな世代でも
使いやすい

子どもでも
使える高さ

実
際
に

見
て
み
よ
う

49

市
税



　固定資産税は、毎年1月1日（賦課期日）現在で市内に土地・家屋・償却資産（これらを総称して「固定資産」といいます）を所有し
ている人に、その価値に応じて納めていただく税金です。

　原則として、固定資産課税台帳に登録された価格が課税標
準額となります。なお住宅用地のように課税標準の特例措置
が適用される場合や土地についての負担調整措置が適用さ
れる場合には、この課税標準額は価格よりも低く算定されま
す。
　固定資産の価格は、土地と家屋については、総務大臣が定
める固定資産評価基準に基づいて基準年度（3年ごと）に評価
替えを行い、原則として3年間据え置かれます。
　償却資産については、毎年の申告に基づき、個々の資産の
取得価格または前年度評価額をもとに評価を行い、原則とし
てこの評価額が課税標準額となります。

免税点
　市内に同一の方が持っているそれぞれの資産ごとの課税
標準額の合計額が次の金額に満たない場合には、その資産の
固定資産税はかかりません。
◦◦土　　地　 30万円
◦◦家　　屋　 20万円
◦◦償却資産　150万円

　毎年1月1日現在で、市内に固定資産を所有している人

納税義務者

税額　＝　課税標準額　×　税率（1.4%）

税額の計算

課税標準額

償却資産の申告
　償却資産とは、会社や個人で工場・商店等の事業を経営し
ている方が、その事業のために所有している構築物、機械装
置、船舶、車両、運搬具、工具、器具、備品等の事業用資産をい
います。
　償却資産の所有者は、毎年1月1日現在の資産の状況につ
いて、1月31日までに申告しなければなりません。

住所変更について
　住所を変更されると納税通知書が届かなくなる場合があ
ります。市外で住所を変更したとき、または市外から大田原
市に転入されたときは税務課資産税土地係または資産税家
屋係までご連絡ください。

未登記家屋の所有者の変更について
　建物登記簿に登記されていない家屋の所有者を変更した
場合は、「未登記家屋の所有者変更届」を税務課資産税家屋係
へ提出してください。

家屋の滅失について
　家屋を取り壊されたときは、税務課資産税家屋係へご連絡
ください。

申告

課税になる家屋について
　住宅や店舗等の建物はもちろんのこと、物置や車庫等も3
面以上の外壁があり土地への定着性（基礎）、外気分断性（屋
根や外壁）、用途性（使用目的による）の要件を満たせば課税
の対象となります。
　たとえば、ホームセンター等で購入した物置等も基礎の構
造によっては課税対象となりますので、設置する際、判断に
迷う場合は事前にご確認ください。

家屋調査について
　家屋を新築・増改築された場合には、家屋を評価するため
に職員が家屋調査に伺います。家屋が完成した年に実施しま
すので、ご協力ください。

家屋の固定資産税

問 本2階 税務課�資産税土地係　☎0287-23-8726　資産税家屋係　☎0287-23-8864固定資産税
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　固定資産税と併せて納税通知書等を通知いたしますので、
納期限までに納めてください。

　原則として、固定資産課税台帳に登録された価格が課税標
準額となります。なお住宅用地のように課税標準の特例措置
が適用される場合や土地についての負担調整措置が適用され
る場合には、この課税標準額は価格よりも低く算定されます。
　固定資産の価格は、土地と家屋については、総務大臣が定

課税標準額

納税

車種 手続き場所 必要なもの

原動機付自転車
小型特殊自動車

大田原市役所 経営管理部 税務課
大田原市本町1-4-1
☎23-8785
黒羽支所および湯津上支所
※�ミニカーと特定小型原付（キック

ボード等）の登録は本庁舎のみ

登録 ・�販売、譲渡、廃車証明書等�  
車名、車台番号、排気量がわかるようにしてください。

廃車
・�標識（ナンバープレート）�  

紛失、破損等の場合は弁償金200円がかかります。
・標識交付証明書（なくても可）

二輪の軽自動車
二輪の小型自動車

栃木運輸支局
宇都宮市八千代1-14-8
☎050-5540-2019

必要な書類は、左記の窓口へお問い合わせください。

軽自動車
（三輪および四輪）

軽自動車検査協会 栃木事務所
宇都宮市西川田本町1-2-37
☎050-3816-3107

必要な書類は、左記の窓口へお問い合わせください。

　軽自動車税（種別割）は、4月1日現在で原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動車および二輪の小型自動車を所有している方
に年税で課税されます。年度の途中（4月2日以降）に取得した場合、その年度は課税されません。

納税義務者

　登録、廃車等の手続きについては、下表のとおりです。
　本人確認をいたしますので、窓口に来た方は運転免許証等の本人確認書類をご提示ください。

登録、廃車等の手続き

問 本2階 税務課 税制係　☎0287-23-8785軽自動車税（種別割）

　国民健康保険（国保）税は、国保制度を運営していくもっとも大きな財源です。
　国民健康保険の加入者は、給付を受ける権利と国保税を納める義務があります。

自己負担となります。
　また、加入の手続きが遅れると、国保税を遡って納付する
ことになりますので、ご注意ください。　世帯主を納税義務者として、世帯単位で計算した税額を課

税します。
　世帯主が後期高齢者医療保険や社会保険等に加入してい
ても、その世帯の中に国保加入者がいれば、世帯主に課税さ
れます。
　災害等、特別な事情で国保税の納付が困難な場合は、収税
課徴収係（☎23-8703）へ相談してください。
　社会保険を離脱し国民健康保険に加入する手続きを忘れ
ていると、その期間の医療機関窓口で支払う医療費は、全額

国民健康保険税の納税義務者

問 本2階 国保年金課 賦課係　☎0287-23-1120国民健康保険税

　都市計画税は、住み良い街づくりのための都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用の一部を負担していただくための目
的税で、条例で定める区域内の土地・家屋に対してかかる税金です。

納税義務者
　条例で定める区域内に所在する土地・家屋を所有している
人（固定資産税において免税点未満の資産には都市計画税も
課税されません）

税額の計算
税額　＝　課税標準額　×　税率（0.2%）

問 本2階 税務課 資産税土地係　☎0287-23-8726　資産税家屋係　☎0287-23-8864都市計画税

める固定資産評価基準に基づいて基準年度（3年ごと）に評価
替えを行い、原則として3年間据え置かれます。

免税点
　固定資産税において、免税点未満の資産には都市計画税も課
税されません。
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証明 手数料 注意事項
資
産
に
関
す
る
証
明

資産評価証明（土地・家屋） 1件300円 ・1件は5筆（棟）以内　　・1件増すごとに100円加算
・�相続の場合には、以下の「窓口で申請するときに必要なもの」を参照してください。

資産公課証明（土地・家屋） 1件300円 ・1件は5筆（棟）以内　　・1件増すごとに100円加算
・�相続の場合には、以下の「窓口で申請するときに必要なもの」を参照してください。

無資産証明 1件300円
住宅用家屋証明 1件1,300円 住民票等の添付書類が必要となりますので、ご不明な点は税務課までお問い合わせください。

税
に
関
す
る
証
明

所得・課税（非課税）証明
1件300円

コンビニ交付は
1件200円

所得額、所得内訳、市県民税額、所得控除内訳、扶養人数を記載

完納証明 1件300円
納税証明 1件300円 税目および年度ごとに税額、納付済額、未納額等を記載
車検用納税証明 無料 本人以外の方が窓口に来られる際は、車検証（コピー可）をご持参ください。
法人所在証明 1件300円

減免
　国保税が減額となる制度です。次の要件に該当する方は、
国保税の納付が困難なときに、該当する場合があります。減
免の対象になる国保税は納期が来ていないものに限ります。
市への減免申請が必要となります。詳しくは、国保年金課賦
課係へお問い合わせください。

1 本年度中に天災、その他の災害を受けた世帯

2 貧困により、公私の扶助を受けている世帯

3 被用者保険の被扶養者であった方のいる世帯

4
疾病・事業不振・廃業・失業により、本年の合計所得が前
年の合計所得より30％以上減少し、かつ、前年の合計
所得が400万円以下の世帯

国民健康保険税の減免 国保税を長い間滞納すると…

主な市税に関する証明

問 本2階 税務課 税制係　☎0287-23-8785各種証明書等の発行（税務課関係）

納期限を過ぎると
　収税課から督促状が送られてきます。
　延滞金が加算される場合があります。

1年以上滞納すると
　「特別療養費」の支給対象となり、医療費の負担がいったん
全額負担となります。
　自己負担分以外の分については、後日、市窓口にて償還払
いの申請をすることができます。
※�特別療養費の支給世帯であっても、高校生以下のこどもに

ついては、医療費は通常と同じ負担割合になります。

1年6か月以上滞納すると
　保険給付が一時差し止められます。
※�特別な事情（災害・病気・失業等）により国保税の納付が困

難なときは、収税課徴収係（☎23-8703）へ相談してくださ
い。

個人の分を申請する場合
◦◦�窓口に来た方の本人確認のため、運転免許証や資格確認書

等（顔写真がないものについては2つ以上必要）
◦◦�代理の方が申請する場合は、本人からの委任状（大田原市

内で同じ世帯の親族の場合、委任状は必要ありません）
◦◦�相続人の場合、被相続人との関係が分かる戸籍謄本等（大

田原市内で、被相続人と同じ世帯の親族の場合、戸籍謄本
等は必要ありません）

◦◦�相続人の代理の方が申請する場合は、相続人からの委任状
と被相続人と相続人の関係がわかる戸籍謄本等

法人の分を申請する場合
◦◦�窓口に来た方の本人確認のため、運転免許証や資格確認書

等（顔写真がないものについては2つ以上必要）
◦◦�法人の代表者登録印
◦◦�代表者登録印が持参できない場合は、代表者登録印が押印

されている申請書または委任状
◦◦�法人所在証明、住宅用家屋証明については委任状は必要あ

りません。

内容 手数料

交付
電子計算機により作成し
た地番図 1枚300円

申告用名寄公課資料 無料

閲覧 地番図および旧公図等
1人1時間まで300円

（1時間を超えるごとに
300円加算します）

複写 名寄帳および申告書等 1件300円

交付、閲覧、複写 窓口で申請するときに必要なもの
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　市税等の納付には色々な方法があります。ご自身の生活スタイルにあわせて便利な納付方法を選んで、納期限内納付にご協力
をお願いします。なお、納期限を過ぎると督促手数料や延滞金が発生する場合があります。

問 本2階 収税課�収納係　☎0287-23-8639市税等の納付方法

　口座振替（自動払込）は、各納期限日にご指定の預貯金口座
から自動的に引き落とされる納付方法です。金融機関等の窓
口に出向く必要がないため、日中忙しい方や不在がちの方に
は大変便利で、納付忘れ防止にもつながります。

口座振替の取扱金融機関
◦◦足利銀行　◦◦栃木銀行　◦◦大田原信用金庫
◦◦烏山信用金庫　◦◦白河信用金庫　◦◦那須信用組合
◦◦那須野農業協同組合　◦◦ゆうちょ銀行（郵便局）

申し込みに必要なもの
◦◦納税通知書　◦◦預貯金通帳　◦◦通帳届出印

手続き方法
　市内の上記金融機関に備え付けの「市公金口座振替依頼書

（自動払込利用申込書）」に必要事項を記入し、届出印を押し
て、上記取扱金融機関にご提出ください。なお、市外在住で申
込希望の方は収税課までお問い合わせください。

　スマートフォン決済アプリは、納付書に印刷された「バー
コード」または「二次元コード」を読み取る納付方法です。い
つでもどこでも納付できて便利です。
　なお、領収証書は発行されませんので、領収証書が必要な
場合は窓口で現金納付してください。

バーコード読取で利用可能なアプリ
◦◦PayPay　◦◦d払い　◦◦au Pay　◦◦PayB　◦◦支払秘書

二次元コード読取で利用可能なアプリ
　ほとんどのアプリが利用可能です。詳しくは、下記の『地方
税お支払サイト』のページでご確認ください。
※ 介護保険料と後期高齢者医療保険料は利用で

きません（令和9年度当初発送分から対応予
定）。

　納付書を利用して次の各窓口で現金で納付する方法です。
領収証書が必要な場合はこの方法のみとなります。

金融機関
◦◦足利銀行　◦◦栃木銀行　◦◦大田原信用金庫
◦◦烏山信用金庫　◦◦白河信用金庫　◦◦那須信用組合
◦◦那須野農業協同組合　◦◦ゆうちょ銀行（郵便局）
※ 指定以外の金融機関で納付すると手数料を請求される場

合があります。

コンビニエンスストア等
◦◦ＭＭＫ設置店　◦◦くらしハウス　◦◦スリーエイト
◦◦生活彩家　◦◦セイコーマート　◦◦セブン−イレブン
◦◦タイエー　◦◦デイリーヤマザキ
◦◦ニューヤマザキデイリーストア　◦◦ハセガワストア
◦◦ハマナスクラブ　◦◦ファミリーマート　◦◦ポプラ
◦◦ミニストップ　◦◦ヤマザキデイリーストア
◦◦ヤマザキスペシャルパートナーショップ
◦◦ローソン　◦◦ローソンストア１００
※ バーコードの印字がない場合や読取ができない場合はコ

ンビニエンスストア等で納付できません。 
また、納付書1枚当たり30万円を超える場合や金額を訂正
した場合も納付できません。

市役所等
◦◦ 大田原市役所会計課または収税課、 

足利銀行大田原市役所派出所（市役所本庁舎２階）
◦◦ 大田原市役所湯津上支所または黒羽支所
※ 市役所等の受付は、午前9時〜午後4時30分（閉庁日を除

く）です。ただし、水曜日のみ午後7時まで（両支所を除く）。

 ※令和8年9月〜『eLお支払サイト』に名称変更
　パソコンやスマートフォンを使って、『地方税お支払サイ
ト』から二次元コード読取や番号入力で納付する方法です。
スマートフォン決済アプリと同じく、いつでもどこでも納付
できて便利です。

利用可能な納付方法
◦◦インターネットバンキング
◦ ◦ 口座振替（ダイレクト方式）
◦ ◦ ペイジー番号発行（ATMなど）
◦ ◦ クレジットカード
※ クレジットカードのみ、納付額に応じてシステム利用料
（利用者負担）が発生します。

※ 介護保険料と後期高齢者医療保険料は利用できません。
（令和9年度当初発送分から対応予定）

口座振替

電子納付：スマートフォン決済アプリ

窓口での納付

電子納付：共通納税（地方税お支払サイト）

手続き方法
1　 二次元コードやeL番号が印刷されている納付書を用意し

て『地方税お支払サイト』にアクセスする。
2　 「お支払サイトでお支払い」をクリックし、「eL-QR読取」

または「eL番号入力」のどちらかを選ぶ。
3　 サイト内の案内と納付したい納付書の内容をよく確認し

ながら、納付方法を選んで納付する。

電子納付の注意点
1　 領収証書は発行されませんので、領収証書が必要な場合

は窓口で現金納付してください。
2　 コンビニなどの窓口で電子納付することはできません。
3　 主に事業所に関係する税目（市県民税給与特別徴収・法人

市民税）については別途事前登録が必要になりますので、
地方税ポータルシステム『eLTAX』のページをよく確認
してからご利用ください。
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